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米国雇用統計 雇用減少への懸念が高まる
非農業部門雇用者数は事前予想を大きく下回る

（審査確認番号 2020 - TＢ313）

雇用の回復に鈍化傾向がみられる
12月4日に米国労働省が公表した11月の雇用統
計は、失業率が6.7％と前月（6.9％）より小幅
に低下し、事前予想（6.7%）通りの結果となり
ました（図表1）。非農業部門雇用者数は前月比
24.5万人増と事前予想（同46.0万人増）を大き
く下回りました。
失業率は小幅に改善したものの、非農業部門雇
用者数の回復には鈍化傾向がみられます。依然と
して非農業部門雇用者数は新型コロナウイルス感
染拡大前の水準に比べ、約980万人減少しており
回復には相当の時間を要するものとみられます。

1/2出所）図表1、2はブルームバーグのデータをもとにニッセイアセット
マネジメントが作成

図表1：雇用の回復に鈍化傾向がみられる

米国雇用統計とは？
米国の雇用情勢を調査した統計で、米国労働省が公表。米国雇用統計は速報性が高く、原則として
毎月の第１金曜日に公表される。
米国の金融政策を見通すうえで、雇用関連指標の代表である雇用統計の重要度は高く、投資家の関
心が集まる経済指標。

図表2：サービス業を中心に雇用の鈍化がみられる

サービス業を中心に雇用減少となる可能性
米国において足元では新規感染者数が過去最多
の22.7万人、累計感染者数は国別で世界最多の
1,400万人超にも上っています。感染者数の高止
まりによる人の移動の制限などを背景に、業種別
の雇用者数は小売業が前月比3.5万人減と前月の
同9.5万人増からマイナスに転じ、娯楽宿泊業は
同3.1万人増と前月の27.0万人増から減少しまし
た（図表2）。新型コロナウイルスの流行による
外出規制等の影響で4月に雇用者数が大きく減少
したこれらの業種は、その後経済活動の正常化を
受けて大幅に改善してきましたが、足元では再度
鈍化傾向がみられます。
ワクチン開発進展への期待などから景気の先行
きへの懸念は後退しているとみられますが、雇用
市場では感染拡大を背景に接客を伴うサービス業
などでは雇用の鈍化がみられます。ワクチンが普
及するまでには時間が要するとみられ、外出自粛
などの影響により今後もサービス業を中心として
雇用が減少となる可能性が考えられます。
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